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JICA債を通じて世界の課題に取り組む
　JICAは、有償資金協力の実施に必要な資金の一
部を市場から調達するため、2008年からJICA債を
発行しています。2016年には、JICA事業の社会的
価値を資金調達にも反映させることを目指し、国内
で初めてソーシャルボンドを発行しました。ソーシャ
ルボンドとは、債券発行により調達した資金を社会
課題の解決に寄与する事業に限定して充当する債券
です。また、有償資金協力事業には再生可能エネル
ギーの開発や自然環境保全と地域住民の生計向上を
同時に支援するなど、環境面の課題解決にも貢献す
る事業が含まれています。
　このような多様なインパクトをより分かりやすく発
信するため、JICAは2023年に債券フレームワーク
を刷新し、「JICAソーシャル／サステナビリティボン
ドフレームワーク」を公表しました。サステナビリティ
ボンドとは、社会課題解決に資する事業に加え、環
境課題の解決に貢献する事業にも調達資金を充当す
る債券です。この新たなフレームワークに基づき、同
年6月以降、すべての債券を「サステナビリティボン
ド」として発行しています。
　2026年3月末までのソーシャルボンドとサステナ
ビリティボンドの累計発行額は、海外では米ドル建て
債券が32.5億ドル、国内では円建て債券が5,770億
円に上りました。JICA債はESG投資やSDGsへの
貢献ツールとして支持され、2026年3月末までに国
内の371の投資家から投資表明がありました。

アフリカ・TICADボンドの発行 

　2025年8月に横浜で第9回アフリカ開発会議
（TICAD9）が開催されました。アフリカは、人口増加
や市場拡大が見込まれる一方、貧困の解消や人間開
発、基礎インフラ整備など、依然として多くの開発課
題を抱える地域です。
　このTICAD9の開催に合わせJICAは、アフリカの
自立的・持続的成長の後押しと民間投資を推進する
ため、「アフリカ・TICADボンド」を発行しました。アフ
リカをテーマとする債券は2019年以来2回目です。
同債券で調達した資金は、エジプトおよびマグレブ地
域を含むアフリカ地域で実施する有償資金協力事業
に充当し、この地域の成長を後押ししていきます。

気軽に始める国際協力 

　JICAは1万円から購入可能な個人向け「JICA 

SDGs債」の発行を継続しています。個人が気軽に国
際協力に参加する手段として歓迎する声が届いてい
ます。今後も身近な国際協力ツールであるJICA債の
発行を通じて、民間資金を動員し、開発途上国そし
て世界全体の持続的な発展に貢献していきます。
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環境社会配慮

ガイドラインと異議申立手続要綱のポイント
　JICAは、協力事業が自然・社会環境に与える負の
影響を回避または低減し、持続可能な開発が行われ
るよう、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」と
「国際協力機構環境社会配慮ガイドラインに基づく異
議申立手続要綱」に則し、環境社会配慮の支援と確
認を行っています。
　事業を実施する際に、ガイドラインに基づき環境や
地域社会に与える負の影響を回避または低減し、深
刻な影響をもたらさないよう相手国などに適切な環
境社会や人権への配慮の確保に向けた支援と確認を
行います。また、ガイドラインが守られない恐れがあ
る場合に対応するため、現地住民の異議を受け付け、
調査や調整を行う異議申立制度を整備しています。
　2022年1月にガイドラインを改正し、気候変動へ
の対応として温室効果ガス総排出量の推計や公表の
取り組みを盛り込みました。また、事業計画に関する
情報発信や対話を促進し、開発効果をより迅速に発
現させるため、環境アセスメント報告書の公開要件を
見直しました。さらに、影響を受ける現地の人々の環
境社会配慮プロセスへの適切な参加が確保されるよ
う、取り組み指針を拡充しています。異議申立手続要
綱についても、異議申立審査役の独立性・中立性の明
確化、十分な調査期間の確保、利便性の向上などの
観点から改正を行いました。
　2025年度には、ガイドラインの参考資料である環
境チェックリストの改訂を行い、ビジネスと人権に関
する取り組みを強化しています。

環境社会配慮のプロセスと透明性の確保
　環境社会配慮のプロセスは、①環境や社会への影響
度合いに応じて4つのカテゴリに分類する「スクリー
ニング」、②事業実施を決定する際に環境社会配慮の
確認を行う「環境レビュー」、③事業実施から完了後ま
で環境や社会への影響を調査する「モニタリング」の3

つで構成されています。各プロセスで説明責任と多様
なステークホルダーの参加を確保するため、相手国な
どの協力のもと積極的に情報を公開しています。
　その一環として、公募で選ばれた外部専門家から
成る「環境社会配慮助言委員会」を常設し、協力事業
における環境社会配慮の支援と確認に関する助言を
得ています。さらに、透明性と説明責任を確保するた
め助言委員会の議事録などを公開しています。2025

年度の助言委員会では、事業におけるビジネスと人権
に関する取り組みについても報告しました。
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